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要  旨 

本稿では、インフラストラクチャーの整備が都市の空間構造に及ぼす影響を理論的に検討

する。そのため、広く用いられている AMM モデルに差別化された財･サービスを組み入れ、

集積の経済が存在する都市のモデルを構築して、インフラストラクチャー投資が均衡の変数

に及ぼす効果を分析する。 

得られる結論は以下のようにまとめられる。まず、インフラストラクチャーを整備すると、

消費者の負担する交通費用が減少するので、都市で生産されるサービスのバラエティーの数

が増える。このことは、都市の中心市街地が活性化することを意味する。また、このバラエ

ティー数の増加は、都市が地理的に拡大するのを抑止する効果をもつ。ところが、安定な均

衡を考える限り、この効果が都市を地理的に縮小させるほど大きくなることはない。つまり、

依然として都市は地理的に拡大する。さらに、インフラストラクチャー投資によって交通費

用が都市内のすべての地点で同率で減少するような投資を考える。このような均一投資の結

果、都市の人口密度と総人口はどちらも増大する。経済には、より少数の、地理的規模にお

いても人口規模においても前より大きい都市が存在することになる。加えて、消費者が消費

可能なバラエティーの数を十分に重要視するとき、そして投資が十分に効率的であるとき、

インフラストラクチャー投資は実行可能である。 
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都市内公共交通の整備は都市をコンパクト化するか： 

集積の経済を組み込んだ都市構造モデルによる再検討 

1．はじめに 

近年、世界の多くの都市において、LRT や地下鉄などの公共交通機関を整備する動きが多

く見られる。とくに北米やヨーロッパの中小の都市において、新しいシステムを建設したり、

過去に使用されていた輸送基盤を近代化して供用したりする事例が多く見受けられる。これ

らの動きの一番大きな理由は、自動車交通から公共交通に移動手段を変えることで、CO2 を

始めとするさまざまな汚染物質の排出を抑え、環境負荷を低減することだろう。 

それに加えて重要な理由は、商業などの多様な経済活動を限られた地理的範囲に集積させ

て、集積の便益を十二分に享受することである。たとえば、Venables (2007)は、都市交通の改

善が、集積の経済を通じて住民の厚生にプラスの影響を及ぼすことを理論的に示している。

現在、多くの先進国において、伝統的な都市中心部が衰退し、商業活動を始めとする経済活

動が郊外に立地する傾向が強くなっている。こうした中心市街地の衰退の問題を解決するた

めにも、中心部への集積を促すことが重要である。 

集積の促進という目標を掲げた政策の中でとりわけ有名なのが、富山市のコンパクトシテ

ィー政策である。2000 年代に開始された一連の政策のうち、最もよく知られているものが公

共交通の整備である。2006 年に JR の富山港線を近代化して LRT システム（旧富山ライトレ

ール）として再生したのを皮切りに、2009 年に市内電車の環状線を建設し、2020 年には富山

駅高架化に伴って南北の路面電車を接続させた。 

ここで注意しなくてはいけないのは、公共交通の整備が郊外化を引き起こす可能性がある

ことである。消費者は広い住宅に居住することを好むため、時間費用を含んだ都心までの交

通費用が下落すると、郊外に住むことをより魅力的に感じるようになる。もし公共交通の整

備によって、より多くの消費者が郊外に住むようになると、一部の経済活動が都市中心部か

ら郊外に流出していくだろう。結果として中心部の集積の度合いが低くなり、その分、集積

の経済の便益を享受することが難しくなる。 

郊外化は、それ以外にもいくつかの問題を引き起こす。第一に、環境負荷が増大する。ま

ず、平均通勤距離が伸びることで、自動車利用に伴って発生する汚染物質が増大する。これ

は、郊外化が虫喰い状の都市拡大（スプロール）を伴うとき、とくに顕著になる。また、郊
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外化が進むと、緑地や農地が減少する。第二に、郊外化に伴って公共サービスを供給する費

用が増加する。一般的に公共サービスの供給には密度の経済がはたらき、人口密度が低くな

ると住民一人あたりの供給費用が増大する。第三に、郊外化は所得分配に影響する。郊外化

が進むと自動車交通の重要性が増大し、自動車交通にアクセスできない一部の消費者に皺寄

せが行くことになる。その代表は、わが国では高齢者層であり、アメリカ合衆国では貧困層

である。 

以上のように、公共交通の整備が住民の社会的厚生に及ぼす影響は、都市が郊外化するの

かどうか、郊外化するとしたらどの程度するのか、といった要因に大きく左右される。実際、

先に述べた富山市の事例でも、単に公共交通を整備するだけでなく、同時に郊外化の進展を

食い止める施策が実施されている。一つは、中心部および公共交通沿線への居住促進政策で

ある。たとえば、指定した中心地区での住宅建設に補助金を与えるといった政策が導入され

ている。もう一つは、公共交通の改善以外の中心市街地活性化政策である。代表的なものは、

新たに交流拠点を建設する政策である。公共交通の整備とこれらの郊外化抑止政策によって、

少なくとも長期的には商業活動が活性化したことが明らかになっている（Iwata and Kondo, 

2021)。 

本稿では、このような問題意識のもと、公共交通の整備が都市構造に及ぼす影響について

理論的に再検討を加える。本稿の構成は以下の通りである。 

まず、第 2 節で、既存研究を紹介する。輸送インフラストラクチャーの整備が都市構造に

与える影響について、何が明らかになっているかを説明する。それを踏まえて、第 3 節で、

本研究の目的と研究方法を述べる。第 4 節では、主要な結果を説明し、研究の意義を述べる。

続いて、第 5 節で理論モデルを提示し、第 6 節で均衡がどのように求められるかを説明する。

第 7 節では、インフラストラクチャーの整備が都市構造に及ぼす影響を調べ、第 8 節で、整

備の実行可能性について議論する。第 9 節はまとめである。なお、本稿は Takahashi (2023)の

結果の一部を抜粋し、再構築したものである。それぞれの結果の詳細な導出過程については、

そちらを参照されたい。 

 

2．既存研究 

2.1 実証研究 

多くの実証研究が、輸送インフラストラクチャーの整備によって都市の郊外化が進むこと

を示している。ここでは、最近 15 年間に発表された経済学分野の研究の中で重要なものを、

鉄軌道の整備の研究と道路の整備の研究の二つに分けて紹介したい。 
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まず、鉄軌道の整備の研究である。 

Ahlfeldt and Wendland (2011)は、1890 年から 1936 年にかけてのベルリン市内の地価の変化

を調べた。厳密な計量経済学の手法を用いて、都心から離れたときの地価の変化を表す曲線

が、年を経るにしたがい、より平たくなっていることを明らかにした。彼らは、その原因が

鉄道網の急速な発展に求められることを解明した。 

一方、Heblich, Redding, and Sturm (2020)は、19 世紀から 20 世紀初頭にかけてのロンドン市

内における居住と雇用の地理的分布を分析した。誘導型のイベント・スタディー分析と構造

推定手法を用いた緻密な計量分析によって、居住は郊外化が進んだが、雇用はむしろ都市中

心部に集中するようになったことを明らかにした。より重要な貢献として、その変化の原因

が、前近代的な馬車鉄道と乗合馬車から地下鉄への輸送技術の変化であることを明らかにし

ている。 

この二つの研究以外にも、バルセロナの鉄道網の発展を分析した Garcia-López (2012)、パ

リ都市圏における RER（都市圏急行鉄道）網の整備を分析した Mayer and Trevien (2017)、全

世界における地下鉄の整備を分析した Gonzalez-Navarro and Turner (2018)などの研究におい

て、公共交通網の整備によって都市の郊外化が進んだことが明らかにされている。 

道路の整備が都市構造に与える影響の研究としては、Baum-Snow (2007b)が重要である。ア

メリカの各都市圏において 1950 年から 1990 年の間に建設された新しい州間高速道路の数

が、各都市圏の郊外化にどのような影響を及ぼしたかを検証した。郊外化が高速道路の新規

建設を誘発するという逆方向の因果関係を排除するために、推定は、緻密に設計された操作

変数法を用いて行われた。その結果、高速道路が 1 本増えることで、平均して都市圏の中心

市の人口は 18%減少することが明らかになった。さらに、現実にはこの期間、中心都市の人

口は平均で 17%減少していたのだが、反実仮想分析によって、もし州間高速道路網が建設さ

れていなかったならば、それが 8%増大していたはずであることが示された。 

さらに、Baum-Snow (2020)は、トリートメント効果分析の手法を用いて、高速道路が居住

のみならず雇用の郊外化ももたらすかどうかを検証している。1960 年から 2000 年までのデ

ータを分析し、放射状の高速道路を 1 本追加するたびに、居住人口の 14%から 16%が中心市

から郊外に移転するのに対し、雇用は、たかだか 4%から 6%移転するに過ぎないことを明ら

かにしている。 

同様の結論は、上述した Garcia-López (2012)の研究でも確かめられている。1991 年から 2001

年にかけてバルセロナ都市圏で行われた鉄道と高速道路の整備状況を調べ、整備がなされた

郊外部にそれ以外の地域から人口が移動したことを明らかにしている。 

加えて、Garcia-López (2019)は、分析の対象をヨーロッパの 579 都市圏に広げ、高速道路の

整備によって都市のスプロール化が進んだかどうかを検証している。具体的には、高速道路
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整備が、都市を拡大させたのか、断片的な住宅地開発を促進したのかそれとも稠密な開発を

促進したのか、そして、都市内の住宅区画のうち農村に接する区画を増大させたのか、とい

う三つの問いに答えている。厳密な計量経済学的分析により、高速道路の距離が 10km 延び

ることによって、住宅地面積が 1.1%増加し、都市の人口密度が 0.6%低下し、住宅区画の数

が 1km2あたり 0.9%増大し、農村地域に接する区画の割合が 25%増加した、という結論を得

ている。 

 

2.2 理論研究 

以上のように、輸送インフラストラクチャーが都市の郊外化を引き起こすことは、数多く

の実証分析が確認しているが、その理論的な説明は、古典的なアロンゾ・ミルズ・ミュース

型の単一中心都市モデル（以下、AMM モデルと記す）に基づくものに留まっている（Alonso, 

1964; Mills, 1967; Muth, 1969）。 

典型的な説明は以下のようになる。輸送インフラストラクチャーを整備すると、通勤費用

が下落する。その結果、消費者が財やサービスに費やすことのできる所得の額が増大するた

め、彼らは土地ないし住宅に以前よりも多くの額を支出しようとする。これは地代や地価の

上昇をもたらす。住宅地として土地を利用したときの地代や地価が、農地として土地を利用

したときの金額を上回る地点が住宅地として開発されるので、結果として、都市は地理的に

拡大する。 

以上の説明は簡潔で説得的であるが、いくつかの重要な要素が考えられていない。 

第一に、複数の交通手段（mode）が存在する場合、輸送インフラストラクチャーの改良は

使用する交通手段の転換をもたらす可能性があるが、この点が考慮されていない。もし公共

交通が整備されて交通費用（時間費用を含む）が低下したならば、これまで自動車を利用し

ていた消費者が公共交通を利用するようになるだろう。長期的には、そういった消費者が都

市中心部に近い地域に移転する可能性がある。これは、郊外化現象を抑制する力としてはた

らく。このような観点から多くの研究がなされた。代表的なものに、Anas and Moses (1979)、

LeRoy and Sonstelie (1983)、Sasaki (1989, 1990)、Gin and Sonstelie (1992)、DeSalvo and Huq (1996)、

Baum-Snow (2007a)などがある。 

第二に、AMM モデルでは、生産活動が都市の中心部でなされると仮定されていた。この

単一中心都市の仮定は、都市の空間構造を決定する要因を最も基本的なものに絞るという点

で非常に有用であった。しかし、複数中心をもつ現実の都市の姿を描写することができない。

その後、多くの研究が生産者の立地と消費者の立地の同時決定の問題を扱うようになった。

代表的なものに、Fujita and Ogawa (1982)、Fujita (1988)、Lucas and Rossi-Hansberg (2002)、Picard 

and Tabuchi (2013)、Mossay, Picard and Tabuchi (2020)などがある。これらの研究は、生産と消
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費の立地の間に、demand linkage や vertical linkage といった連関（linkage）があったり、ある

いは、技術的な波及効果のような外部性があったりする状況を分析し、さまざまな立地パタ

ーンが均衡解となり得ることを示している。AMM モデルの単一中心都市は、それら均衡解

の一つの特殊例として導き出される。 

第三に、AMM モデルは集積の経済を考慮していない。現代の経済では、都市の形成にお

いて、集積の経済が果たす役割が非常に大きい。とくに、消費者が財やサービスの多様性を

選好する（多様性の選好、love of variety）ことから生じる集積の経済は無視できない。たと

えば、Glaeser, Kolko, and Saiz (2001)は、多様なサービスが集積の源であると主張している。

また、Albouy and Stuart (2020)は、非交易財･非交易サービスの生産が消費者の立地に大きな

影響を与えることを示している。近年とくに注目されているのは、アーバン･アメニティーズ
（urban amenities）とよばれる財・サービスの生産である。これは、都市の中心部で提供され

る、コンサートや演劇、映画などのさまざまな文化的サービスに加えて、都市特有の多様な

飲食･娯楽サービス（レストランやカフェ、バーなどのサービス）を総称したものである。 

以上の三つの問題のうち、これまであまり議論されてこなかったのが、第三の問題である。

本研究では、それに的を絞り、集積の経済を考慮した AMM モデルを分析する。 

 

3．研究の目的と方法 

本研究の目的は、集積の経済を考慮に入れた AMM モデルを分析して、都市内輸送インフ

ラストラクチャーの整備が都市構造に及ぼす影響を検討することである。その際、輸送イン

フラストラクチャー整備の直接的な影響だけでなく、それが招く郊外化を通じた影響にも注

意を払う。 

そのために、空間経済学の枠組みを用いて AMM モデルを拡張する。理論モデルの詳細は

5 節で述べるが、ここではその概略を説明しておこう。 

消費者が他の都市との間を自由に移動できる小開放都市を考える。この都市の周辺には所

与の農業地代で貸し出されている農地が広がっている。 

消費者は、住宅を建てるために使用する土地と均質な財、差別化されたサービスの 3 つの

財を消費する。（以下、誤解が生じない限り、財またはサービスを「財」と省略して表記する。）

均質な財は、規模に関する収穫一定の技術を用いて生産され、完全競争市場で売買される。

一方、差別化されたサービスは、少しずつ異なった属性をもつバラエティーから構成されて

おり、消費者はそれらの差異を識別できる。一つ一つのバラエティーは価格に応じて部分的

に代替されるが、完全な代替物ではない。消費者は他の条件が同じであるならば、多くのバ
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ラエティーを消費することでより高い効用を得ることができる。これが前述の多様性の選好

の意味である。それぞれのバラエティーは規模に関する収穫逓増の技術を用いて生産され、

独占的競争市場で売買される。つまり、一つの企業が一つのバラエティーを生産し、その価

格を独占的に決定する。 

均質な財と差別化されたサービスは、どちらも都市の中心部（central business district, CBD）

で生産され、そこで供給される。これは、既に述べた単一中心都市の仮定である。均質な財

は輸送費用を支払うことなく都市内の居住地に運ぶことができる。一方、差別化されたサー

ビスを消費するためには、CBD に赴く必要がある。消費者は、そのための交通費用を負担し

なくてはならない。ここでは、それを買物費用とよぶことにする。 

また、消費者は CBD で行われる生産活動に労働を供給する。そのために通勤費用を支払

って CBD に行く必要がある。 

さらに、都市の政府が地代の上昇分の全部または一部を税などを通じて徴収し、輸送イン

フラストラクチャーを整備する。整備の結果、消費者の負担する通勤費用と買物費用が下落

する。 

なお、すでに述べたように、単一中心都市を仮定せず、企業が CBD のみならず任意の地点

に立地することを認めた理論モデルも多く作られてきた。それらは、単一中心都市モデルよ

りも一般性が高く、現実の都市──とくに大都市──を定量的に把握する際には有用である。

それにもかかわらず本研究であえて単一中心都市に議論を限定するのには、いくつかの理由

がある。第一に、生産活動の立地を考慮すると、分析が極端に複雑になる。その一つの理由

は、交通費用として、消費者の支払う通勤費用や買物費用だけでなく、企業が支払う中間投

入物の輸送費用も考えに入れなくてはならなくなることである。通常、人と物の輸送費は性

質が大きく異なり、それらをどのように定式化するか、アドホックに決めなければならない。

第二に、現実の都市内の公共交通システムは、単一中心都市を前提に設計されている場合が

多い。LRT や地下鉄、通勤電車は、CBD と郊外を結ぶ放射状の路線であることが圧倒的に多

い。大都市には環状の路線や郊外だけで完結する路線も見られるが、その割合は決して高く

ない。第三に、輸送インフラストラクチャー整備に関する政策的な議論では、単一中心都市

を前提とする場合が多い。第四に、とらえ方にもよるが、依然として世界の都市の多くが単

一中心の傾向を強くもっている。第五に、すでに述べたように、企業の自由な立地選択を認

めるモデルにおいても、単一中心都市が均衡パターンになる。したがって、単一中心都市を

議論することは、より一般的なモデルの特殊な均衡パターンを議論することだと解釈するこ

とができる。以上のような理由から、本研究では、単一中心都市を前提に分析を進める。 
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4．研究の主要な結果と意義 

研究の主要な結果を簡潔に見ておこう。 

第一に、輸送インフラストラクチャーを整備すると、都市で供給されるサービスのバラエ

ティーの数は必ず増加する。 

第二に、輸送インフラストラクチャーの整備によって都市が縮小することはない。これは

次のように説明できる。上述のように、インフラストラクチャー整備によって都市で供給さ

れるバラエティーの数が増える。これは、消費者がバラエティーの提供される CBD の近く

に立地するインセンティブをより強くする。同時に、交通費用の下落によって豊かになった

分だけ、郊外に立地して、より広い土地を消費することを望むようになる。分析の結果、安

定な均衡においては、前者の効果は必ず後者の効果よりも小さくなることがわかった。この

ため、都市は地理的に拡大するのである。 

第三に、CBD から任意の距離までの領域の人口密度は、上昇することもあれば低下するこ

ともある。結論は、インフラストラクチャー整備が都市内のどの地点でより精力的に行われ

るかに依存する。ここで、都市内で交通費用が同率で下落するような、特殊なインフラスト

ラクチャー投資を考えよう。以下、そのような投資を均一投資（uniform investment）とよぶ。

均一投資を行った場合には、どのような領域を考えても、その領域の人口密度が上昇する。 

第四に、都市の人口は増加するかもしれないし減少するかもしれない。しかし、均一投資

のもとでは、都市の人口が必ず増加する。 

以上の結果に加えて、インフラストラクチャー投資が実行可能かどうかを調べた。ここで

は、政府が何らかの課税を通じて地代の上昇分の一部または全部を徴収し、それを用いてイ

ンフラストラクチャー投資を行うと考えている。したがって、投資が実行可能かどうかは、

地代の上昇分が投資のコストを上回るかどうかで決まる。分析の結果、その条件は、消費者

がバラエティーの消費に十分な大きさの価値を置くとき、そして投資が十分に効率的である

とき、満たされることが明らかになった。 

今述べた結果は、学術的に意義があるだけでなく、政策的にも重要な含意をもつ。すでに

述べたように、現実の政策においては、都市をコンパクト化して中心市街地を活性化するこ

とを目的として公共交通の整備を図ることが多い。ところが、ほとんどの実証研究は、公共

交通の整備によってむしろ都市が郊外化することを明らかにしている。本研究は、この二つ

の議論の間のギャップを埋めるものである。現実の政策が念頭においているのは、都市で供

給されるバラエティーの数の増加の効果が十分に大きいケースであり、そのときには交通費

用の低下によって都市のサイズが小さくなる。ところが、すでに述べたように、それほどバ

ラエティー増加の効果が強いことはあり得ず、結果的に、都市がコンパクトになることはな
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いのである。 

ただし、公共交通の整備によって、都市で供給されるバラエティーの数が増える。つまり、

都市の中心により多くの商業機能が集積することになる。その意味で、公共交通整備は中心

市街地の活性化に寄与すると言える。さらに、少なくとも均一投資を考える限り、公共交通

の整備によって、都市の人口密度は増加する。この点で、都市がよりコンパクトになると言

うことができる。 

 

5．モデル 

CBD を中心にして均質な平面に広がる都市を考える。都市の境界は CBD から b km のと

ころにあるとする。都市の周辺には農地が広がっており、一定の農業地代𝑟̅で賃貸されている。

CBD から x km 地点までの土地の広さを A(x)で表す。A(x)は任意の関数であるため、ディスク

状の都市（𝐴(𝑥)  =  𝜋𝑥ଶ）や、幅 a の線形都市（A(x) = ax）も特殊ケースとして分析すること

ができる。 

都市は小開放都市で、効用水準は、都市の外側の経済で決まる効用水準、𝑢ത、に事後的に等

しくなる。都市の人口の L は内生的に決まる。 

CBD から x km 離れたところに住む消費者が消費する土地の広さを s(x)で、差別化された

サービスの i 番目のバラエティーの消費量を c(x; i)で、均質な財（合成財）の消費量を z(x)で

表す。差別化されたサービスは輸送不可能で、CBD で生産され CBD で取引される。合成財

は輸送費ゼロで輸送することができ、CBD で生産される。合成財を価値基準財（ニューメレ

ール）とする。この消費者の効用関数は、 

 𝑢(𝑥)  =  𝑘 𝐶(𝑥)ఈ  𝑠(𝑥)ఉ 𝑧(𝑥)ఊ (1) 

で与えられる。ただし、𝐶(𝑥)  ≡  ቂ׬ 𝑐(𝑥;  𝑖)഑షభ഑ d𝑖௡଴ ቃ ഑഑షభ
は、差別化されたサービスの消費の集計

量である。また、n は都市で供給されるサービスのバラエティーの数、k、𝛼、𝛽、𝛾は正のパ

ラメータである。 

各労働者は 1 単位の労働を供給する。土地の持ち主は都市の外部に居住しているとする（不

在地主の仮定）。したがって、労働者の所得は賃金 w に等しい。 

労働者は 2 種類の交通費用を支払う。どちらも氷塊型（iceberg 型）であるとする。ま

ず、CBD でサービスを消費するために、買物費用を支払う。この費用は、CBD で 1 単位サ

ービスを購入しても、地点 x で 1/𝜏(𝑥)単位だけしか消費できないという形で表現される。た

だし、𝜏(𝑥)は 1 以上の値をとるパラメータである。さらに、通勤費用も同様な形態をとる。
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地点 x の消費者は 1 単位の労働を用いて、CBD で実質的に 1/𝜇(𝑥)単位の労働を供給でき

る。𝜇(𝑥)もまた 1 以上の値のパラメータである。このことは、消費者が𝑤ሾ1 −  1 𝜇(𝑥)⁄ ሿの通

勤費用を負担していることを意味する。その意味で通勤費用は賃金に比例するが、これは、

機会費用として通勤の時間費用を考えているためである。なお、消費者が通勤と買物行動を

一つのトリップにまとめて実行する可能性は考えていない。 

消費者の予算制約式は、 

׬  𝜏(𝑥) 𝑝(𝑖) 𝑐(𝑥;  𝑖) d𝑖 +  𝑟(𝑥) 𝑠(𝑥)  +  𝑧(𝑥)  =  ௪ఓ(௫)௡଴  (2) 

となる。ただし、p(i)は i 番目のサービスバラエティーの価格、r(x)は x における地代である。 

最後に生産について述べよう。合成財は規模に関する収穫一定の技術を用いて生産される。

単位を工夫して、1 単位の労働を用いて 1 単位の合成財が生産されるものとしよう。一方、

サービスのバラエティーは、独占的競争市場において生産される。すなわち、一つの企業が

一つのバラエティーを生産する。また、それぞれのバラエティーは、規模に関する収穫逓増

の技術を用いて生産される。f + v q(i) 単位の労働を投入すると、q(i)単位のサービスが生産で

きるものとする。ここで、f は固定要素としての投入量、v q(i)は可変要素としての投入量を表

す。このことから、各バラエティーを生産する企業の利潤は、 

 𝜋(𝑖)  =  𝑝(𝑖) 𝑞(𝑖)  −  𝑓 −  𝑣 𝑞(𝑖) (3) 

で表すことができる。 

 

6．均衡 

ここでは、均衡解の満たすべき七つの条件を説明し、いくつかの結果を述べる。その導出

については、スペースの都合もあるので省略する。詳細については、Takahashi (2023)を参照

されたい。 

最初の条件は、それぞれの消費者が効用を最大化するように各財の消費量を決定すること

である。これは(2)式の予算制約のもとで(1)式の効用を最大化する問題を解けば良い。 

第二の条件は、各サービスバラエティーを生産する企業が、その利潤を最大化することで

ある。つまり、企業は(3)式を最大化するように価格を決定する。その結果、空間経済学でよ

く知られているように、企業は可変費用に一定のマークアップを乗じた価格を設定するよう

になる。 

第三の条件は、都市の境界において、都市の地代が所与の農業地代に一致することである。

この条件から都市がどこまで広がるかを求めることができる。 

第四の条件は、消費者の空間均衡である。消費者は、均衡において、どの地点に立地して
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も同じ水準の効用を得ていなければならない。この条件を求めるために、効用最大化の結果

得られる効用（間接効用）の水準が、 

 𝑢(𝑥)  =  ௡ഊ௣ഀ௥(௫)ഁ௧(௫) (4) 

となることに注意しよう。ここで、𝜆 ≡  𝛼 (𝜎 − 1)⁄  は消費者がバラエティーの消費をどれだ

け重要視しているかを表すパラメータである。消費者のバラエティー評価指数とよぶことに

する。評価指数は、サービスへの支出割合（𝛼）が高いほど、そしてバラエティーの間の代替

の弾力性（𝜎）が低いほど、つまり、それぞれのバラエティーがユニークであるほど、高くな

る。また、𝑡(𝑥)  ≡  𝜏(𝑥)ఈ  𝜇(𝑥)は、重みをつけて通勤費用と買物費用を掛け合わせたものであ

り、交通費用全般の指標となる。これを一般化交通費用とよぶことにする。(4)式は、都市で

供給されるバラエティーの数が多いほど、地代が低いほど、そして一般化交通費用が低いほ

ど、間接効用が高くなることを示している。さて、(4)式を用いると、消費者の効用がどの地

点でも等しくなる条件を求めることができる。その条件は、 

 𝑟(𝑥)  =  𝑟̅ 𝜙(𝑥)భഁ  (5) 
となる。ここで、𝜙(𝑥)  ≡  𝑡(𝑏) 𝑡(𝑥)⁄  は、地点 x から CBD へ行くときの一般化交通費用が、

都市の境界からCBD へ行くときの一般化交通費用と比較してどれだけ低いかを表している。

それを輸送優位性（comparative transportability）とよぶことにする。なお、(5)式は、各地点で

生計費を表す𝑟(𝑥)ఉ 𝑡(𝑥)が等しくなることを含意する。 

第五の条件は、サービス企業が自由に参入･退出することである。企業は、利潤が正である

限り参入し、利潤が負だと退出する。その結果、企業の利潤は、均衡において 0 になってい

なければならない。この条件からサービス企業の数が求まるが、一つの企業が一つのバラエ

ティーを生産するので、それは都市で生産されるバラエティーの数に等しい。Takahashi (2023)

に示されるように、均衡のバラエティー数は、Φ ≡ ׬  𝜙(𝑥)భഁ௕଴  d𝐴(𝑥)に比例する。ここで、Φ
は各地点の輸送優位性を都市全体について集計したものである。総輸送優位性（aggregate 

comparative transportability）とよぶ。都市の消費者の実質所得の合計、つまり総実質所得、は、

この総輸送優位性に比例することが示される。 

第六の条件は、都市内の土地市場が清算されることである。言い方を換えると、消費者の

需要する土地の総面積と都市の面積が一致しなくてはならない。この条件から、都市の総人

口が求まる。ここまでの六つの条件を満たすような間接効用の水準を、u*で表すことにする。 

最後の条件は、都市の消費者が享受する効用水準 u*が、都市の外の経済において実現して

いる効用水準に一致することである。 

ここで、輸送インフラストラクチャー整備の効果を見る前に、均衡の安定性を検討しよう。
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均衡が安定であるためには、都市人口が増えると効用が下がらなければならない。このこと

は、都市が拡大すると効用が下がるという条件に等しくなる。この条件は、バラエティー評

価指数の𝜆が十分低いときに満たされる。実際に、ある臨界値𝜆଴が存在して、𝜆が𝜆଴を下回る

時、そしてその時のみ、均衡は安定になることがわかる（詳細については、Takahashi (2023)

を参照されたい）。 

この結果を理解するためには、都市が拡大したときに効用水準 u*がどのように変化するか

を見る必要がある。効用水準は二つの理由で変化する。まず、都市が拡大すれば、住民が増

えて各バラエティーに対する需要が増大するので、都市で生産されるバラエティーの数が増

える。バラエティーの数の増加は、都市住民の効用を上昇させる。この正の効果を、都市拡
大のバラエティー効果とよぼう。また、都市が拡大すると、都市内部の所与の地点の輸送優

位性が高まる。言い換えれば、都市内部の任意の地点は、都市の境界地点と比較して、以前

よりも交通費用の面でさらに恵まれていることになる。したがって、その地点の地代は上昇

する。これは生計費の上昇を意味し、効用水準に負の影響を及ぼす。この負の効果は、都市
拡大の生計費効果である。二つの効果の合計が正になるか負になるかは一概に言えない。 

しかし、都市拡大のバラエティー効果は、バラエティー評価指数が高いときほど大きくな

る。したがって、指数が十分に高ければ正のバラエティー効果と負の生計費効果を足したも

のは正になる。ところが、均衡が安定的であるためには、都市が拡大したときに効用が下が

らなければならない。つまり二つの効果を足し合わせたものが負にならなければならない。

このことは、指数が高すぎると均衡が不安定になることを意味する。したがって、均衡が安

定であるためには、指数が十分に低くなければならない。それが、𝜆が𝜆଴より小さいという条

件である。 

 

7．インフラストラクチャーの整備が都市構造に与える影響 

この節では、インフラストラクチャーの整備が都市構造にどのような影響を与えるかを議

論する。そのために、まず、整備の結果生じる交通費用の下落が消費者の効用水準 u*をどの

ように変化させるかを見ておくことが有益である。交通費用の下落は、二つの径路を通じて

消費者の効用水準に影響する。 

第一に、交通費用が下落することで、都市の地理的な大きさが変化し、その結果、効用水

準が変化する。つまり、前節で説明した。都市拡大の二つの効果を通じた影響である。すで

に説明したように、安定な均衡においては、都市拡大のバラエティー効果と都市拡大の生計

費効果の合計が負になる。つまり、他の条件が一定であれば、都市が拡大する場合は消費者
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の効用水準が下がり、逆に都市が縮小する場合は消費者の効用水準が上がる。 

第二に、交通費用の下落の結果、仮に都市の地理的な大きさが変化しないとしても、バラ

エティーの数と生計費の大きさに変化が生じ、効用 u*が変化する。こちらについても、バラ

エティーの数の変化の効果と生計費の変化の効果の二つを分けて考えることができる。 

まず、バラエティーの数の変化の効果を説明しよう。インフラストラクチャー整備によっ

て、もし都市住民の実質所得の合計が増えるのであれば、それぞれのバラエティーに対する

需要が増大し、その結果、より多くのバラエティーが都市で生産されるようになる。この場

合、消費者の効用は上昇する。この効果を、直接的なバラエティー効果とよぼう。しかし、

地代が変化するため総実質所得が上昇するとは限らず、直接的なバラエティー効果の符号を

決めることはできない。ここで、総実質所得が総輸送優位性Φに比例することを思い出そう。

このことから、都市の地理的な大きさが一定である場合にインフラストラクチャー整備によ

って総実質所得が上昇するかどうかは、Φが上昇するかどうかに依存することがわかる。さ

らに言えば、Φが上昇するかどうかは、Ψ ≡ ׬−  𝑡̂ூ(𝑥) 𝜙(𝑥)భഁ௕଴  d𝐴(𝑥)の大きさに依存する。こ

こで、𝑡̂ூ(𝑥)は、インフラストラクチャー整備によって、地点 x から CBD までの交通費用が

どれだけ変化するか、その変化率を表している。交通費用は下落するので、𝑡̂ூ(𝑥)は負の値を

とる。Ψはその変化率を都市全域について加重して合計しマイナスをつけたものであり、イ

ンフラストラクチャー投資の効率性を表す指標である。この投資の効率性指標が大きいほど、

都市住民の総実質所得が上昇する可能性が強くなる。言い換えれば、効率性が十分に高けれ

ば、投資によって総実質所得は増加する。 

一方、生計費の変化を通じた効果は以下のように説明できる。インフラストラクチャー投

資によって、都市の境界地点でも交通費用が下落する。境界地点の土地の地代は一定の農業

地代に等しいので、そこでの交通費用の下落は、消費者がより高い効用水準を享受すること

を意味する。均衡において消費者は都市全域で等しい水準の効用を得るはずなので、この結

果は都市内部の地点に住む消費者についても当てはまる。つまり、任意の地点の消費者の効

用水準は上昇する。これを直接的な生計費効果とよぼう。直接的な生計費効果は正である。 

直接的なバラエティー効果の正負が決められないので、二つの直接効果の合計は正になる

かもしれないし負になるかもしれない。ところが、より詳細に調べると、安定均衡において

は必ず二つの直接効果の合計が正になることを確かめることができる（詳細は、Takahashi 

(2023)を参照せよ）。つまり、安定均衡においては、直接的なバラエティー効果が直接的な生

計費効果を打ち消すほど大きくマイナスに傾くことはない。言い換えれば、たとえインフラ

ストラクチャー投資の結果、総実質所得が減ったとしても、均衡が安定である限り、引き起

こされるバラエティー数の減少が非常に大きく効用にマイナスの影響を与えることはない。
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なぜなら、安定均衡においては、消費者がバラエティーの数を極端に高く評価することはな

いはずだからである。 

 

7.1 都市の地理的な大きさ 

第一の結論は、安定均衡においては、輸送インフラストラクチャーを整備すると都市が地

理的に拡大することである。 

これは次のように説明できる。すでに見たように、直接的なバラエティー効果と直接的な

生計費効果の合計は正である。つまり、仮に都市の大きさが一定だとすると、整備の結果、

消費者の効用は上がる。ところが、小開放都市では、最終的に効用水準が所与の水準に等し

くなるまで人口の流出･流入が起こる。したがって、都市の大きさが変化することで、消費者

の効用は下がらなくてはならない。ここで、安定均衡においては、都市拡大のバラエティー

効果より都市拡大の生計費効果の方が大きくなり、その二つを足したものが負になることを

思い出そう。つまり、都市が拡大すると消費者の効用は下がる。したがって、正の直接効果

を帳消しにするために、都市は拡大しなければならない。 

さらに、モデルを詳細に分析にすることで、所与の額のインフラストラクチャー投資を行

ったときに、どのような条件のもとで都市がより大きく拡大するかを調べることができる。

結果だけをまとめておこう（導出については、Takahashi (2023)を見よ）。インフラストラクチ

ャー投資によって都市が大きく拡大するのは、次の場合である。 

1) インフラストラクチャー投資がより効率的であるとき。つまり、所与の額の投資でより

大きく交通費用が下落するとき。 

2) 投資によって、以前の都市の境界地点から CBD までの交通費用が大きく下がるとき。 

3) 都市の境界が外側に移っても、新しい境界から CBD までの交通費用が、以前の境界か

ら CBD までの交通費用と比べて、それほど大きく上がらないとき。 

4) 都市の境界付近に住宅を建設できる未利用地が多くあるとき。 

5) 消費者がバラエティーの数を重要視するとき。 

 

7.2 都市で供給されるバラエティーの数 

次の結論は、安定均衡においては、インフラストラクチャーを整備すると、都市で供給さ

れるサービスバラエティーの数が増加することである。一つのバラエティーが一つの企業に

よって生産されるため、このことは、都市の CBD のサービス企業が増加することを意味す

る。この意味で、インフラストラクチャー整備は、中心市街地の活性化に寄与する。 

さらに、どの程度バラエティーの数が増えるかは、すでに説明した都市拡大の程度に影響

する要因と同じ要因に依存する（導出については、Takahashi (2023)を見よ）。インフラストラ
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クチャー投資によってバラエティーの数が大きく増えるのは、次の場合である。 

1) インフラストラクチャー投資がより効率的であるとき。 

2) 投資によって、以前の都市の境界地点から CBD までの交通費用が大きく下がるとき。 

3) 都市の境界が外側に移っても、新しい境界から CBD までの交通費用が、以前の境界か

ら CBD までの交通費用と比べて、それほど大きく上がらないとき。 

4) 都市の境界付近に住宅を建設できる未利用地が多くあるとき。 

5) 消費者がバラエティーの数を重要視するとき。 

 

7.3 人口密度 

CBD から所与の距離だけ離れた地点の人口密度は、その地点に立地する消費者それぞれが

消費する土地の広さの逆数に等しい。インフラストラクチャー投資によって人口密度が上昇

するかどうかは、投資が地理的にどのように配分されるかに依存して決まり、一概に言うこ

とはできない。 

そこで、ベンチマークとして、各地点から CBD までの交通費用を同じ比率で下落させる

ような特別な投資を考えよう。既に述べた均一投資である。この投資に限って言えば、イン

フラストラクチャー投資は全ての地点において人口密度を増大させることがわかる。（詳細

については、Takahashi (2023)を見よ。） 

 

7.4 都市の人口 

都市の人口がインフラストラクチャー投資の結果増えるか減るかも、投資の地理的な配分

に依存して決まり、一概に言うことはできない。ただし、均一投資に限って言えば、投資の

結果、必ず都市の人口は増加する。（詳細については、Takahashi (2023)を見よ。） 

 

8．インフラストラクチャー投資の実行可能性 

最後に、インフラストラクチャーの整備が実行可能かを調べることにする。ここでは、イ

ンフラストラクチャー投資がすべて総地代の増加分で賄われると仮定する。具体的には、固

定資産税や都市計画税、譲渡所得税などの税金を課して、地代の上昇分の一部または全部を

政府が徴収する状況を想定している。この仮定の下では、総地代の増加分が投資費用を上回

るとき、そしてそのときのみ、投資を実行することができる。総地代を𝑅 ≡ ׬  𝑟(𝑥) d𝐴(𝑥)௕଴ で

表すことにすると、この条件は、 

 dோdூ  ≥  1 (6) 
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と書くことができる。 

なお、社会的な厚生の水準は、地代総額から投資費用を引いたものに等しくなる。これは

三つの理由による。第一に、ここでは小開放都市を考えているため、消費者の効用水準は一

定である。第二に、企業の利潤は 0 である。第三に、輸送費は消費者の予算制約にのみ影響

する。厚生の水準が総地代と投資費用の差で測られるので、投資によって厚生が改善する条

件も、(6)式で表される。ただし、ここでは、地代を受け取るのが不在地主だと仮定しており、

都市住民に議論を限定すれば、彼らの厚生の水準はインフラストラクチャー投資によって変

化しない。 

さて、(5)式より、総地代が𝑟̅ Φに等しくなることがわかる。このことを利用して(6)式を計

算すると、実行可能性の条件は投資の効率性指標Ψが十分に大きいときに満たされることが

わかる（導出については Takahashi (2023)を参照せよ）。図 1 は、横軸にバラエティー評価指

数𝜆を、縦軸に投資の効率性指標Ψをとった図である。陰影を施した領域は、投資が実行可能

であるようなパラメータの組み合わせを表している。これを見れば明らかなように、Ψが十

分大きいとき（あるパラメータΩ以上の大きさのとき）は、均衡の安定性を満たすようなどの

ような𝜆（つまり、𝜆଴を下回るような𝜆）の値についても、投資が実行可能になる。1ΨがΩを
下回るときは、𝜆が臨界値よりも大きいかあるいはそれに等しいとき投資は実行可能である

が、𝜆が臨界値よりも小さいとき投資の実行は不可能になる。たとえば、ΨがΨ′のときには、𝜆が𝜆′よりも大きいかあるいはそれに等しいとき投資は実行可能で、𝜆が𝜆′よりも小さいとき

実行不可能である。 

この結果は、投資が効率的であればあるほど、そして消費者が利用可能なバラエティーの

数を重要視すればするほど、インフラストラクチャー投資が実行可能である可能性が高まる

ことを意味している。 

 

 
1 Ωは正のパラメータで、Ω ≡  ఉ ି ఒబఒబ  Φ 𝑡̂ூ(𝑏)  + ఉ௥̅である。 
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図1 インフラストラクチャー投資の実行可能性 

 

9．まとめ 

本稿では、インフラストラクチャーの整備が都市の空間構造に及ぼす影響を理論的に検討

した。そのため、広く用いられている AMM モデルに差別化された財･サービスを組み入れ、

集積の経済が存在する都市のモデルを構築した。 

得られた結論は以下のようにまとめられる。まず、インフラストラクチャーを整備すると、

消費者の負担する交通費用が減少するので、都市で生産されるサービスのバラエティーの数

が増える。このことは、都市の中心市街地が活性化することを意味する。また、このバラエ

ティー数の増加は、都市が地理的に拡大するのを抑止する効果をもつ。ところが、安定な均

衡を考える限り、この効果が都市を地理的に縮小させるほど大きくなることはない。つまり、

依然として都市は地理的に拡大する。さらに、インフラストラクチャー投資によって交通費

用が都市内のすべての地点で同率で減少するような投資を考える。このような均一投資の結

果、都市の人口密度と総人口はどちらも増大する。経済には、より少数の、地理的規模にお

いても人口規模においても前より大きい都市が存在することになる。加えて、消費者が消費

可能なバラエティーの数を十分に重要視するとき、そして投資が十分に効率的であるとき、

インフラストラクチャー投資は実行可能である。 

本稿で説明した理論的分析は、いくつかの単純化に基づいている。第一に、単一中心都市

を仮定しており、生産活動の立地を CBD に限定して議論を進めている。第二に、異なる輸送

手段の間の選択の問題を捨象している。現実には、公共交通の整備に伴い、消費者の一部が、

利用する交通手段を自動車から公共交通へ転換する。第三に、氷塊型輸送費を仮定しており、

O





' 0

feasible

'
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交通事業者が輸送サービスの対価を受け取る可能性を考えていない。ところが、現実には、

輸送インフラストラクチャー整備に、輸送サービスから得られる収入の一部が当てられるこ

とが多い。最後に、通勤と買物行動が別々に行われるという仮定をおいたが、実際には、そ

れらが一つにまとめられて行われることが多い。今後は、これらの仮定を外して、より現実

に即した理論モデルを構築することが必要であろう。 
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